＜政策ニュースレター第247号＞

新たな障害者基本計画に関する障害者政策委員会の意見をとりまとめ、前川内閣府副大臣に手交　第5回障害者政策委員会報告

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、通知いたします。

第5回障害者政策委員会12月17日（月）、内閣府内会議室で開催され、新たな障害者基本計画について、障害者政策委員会（以下、政策委員会）として政府に求める意見をとりまとめ、前川清成内閣府副大臣に手交した。連合から花井圭子委員（総合政策局長）が出席した。

＜新たな障害者基本計画に関する意見について（分野別施策）＞

（委員）基本計画の評価については、すぐに成果を出さなければならないものだけでなく、漸進的に進捗するものもあるはず。その視点も念頭に置いてもらいたい。また、国際的に日本がリードする取り組みの発信をお願いしたい。これは、国連障害者権利条約を充実させることに寄与する。

（委員）「新基本計画に盛り込むべき事項」に「点字教科書やマルチメディア教科書等の障害の特性に応じた教科書、教材を保障する」とあるが、一般書籍のバリアフリー化も併せて盛り込んでほしい。

（委員）書籍の媒体が多様化している中で、「読書のバリアフリー化」への支援は大切だ。

（委員）社会的入院の解消に加えて、精神科病床の削減目標を策定することも「新基本計画に盛り込むべき事項」に記載してほしい。

（委員）障害者による子育て支援も重要な項目であり、追記してもらいたい。

（委員）障害者手帳の有無に関わらず、すべての障害者が相談支援を等しく受けられるようにしてほしい。

（委員長）それぞれいただいた意見の追記について、検討したい。

＜新たな障害者基本計画に関する意見について（総論）＞

（委員）差別禁止法の記載がされているが、内容的にインパクトがないように感じる。

（事務局）障害者制度改革における大きな課題として記述している。

（委員）障害者虐待防止法について言及がないため、追加をお願いしたい。

（事務局）各論である分野別施策で触れるのが適切と考える。

（委員）同法に関しては、総論、各論の両方に盛り込むべきだ。

＜新たな障害者基本計画に関する意見について（推進体制）＞

（委員）先送りできない課題は、「ミッション」として政策委員会で検討・審議　

を行うことと明示すべき。

（委員）障害者白書など施策の報告を作成しても、それらの改善点について勧告しなければ意味がない。

（委員長）広がりと深さのある障害者施策のすべてを、勧告という形ではカバーできないと考える。

（事務局）障害者基本法の趣旨からも政策委員会の権限の範囲や、どのように責務を果たすかを考えた場合、重点的な対応にならざるを得ない。

（委員長）監視のあり方は、あらためて政策委員会で議論しなければならないと考えている。

（委員）都道府県が作成する障害者計画に関しても、合議の上、計画を監視できる機能を有するような仕組みを検討してもらいたい。

（連合委員）新たな基本計画については今後、政府において政策委員会の意見を十分に踏まえて策定するよう、強調しておいてほしい。前の10年に比べても障害者に関わる課題は多くかつ多様であり、また経済・社会状況の変化が早いことが予想されることから、基本計画の期間については、5年とすべきである。

（委員）計画期間を10年としたほうが、じっくり腰を落ちつけて施策に取り組むことができるのではないか。

（委員）障害者の抱える課題の質・量を考えると、10年の計画期間は長いと感じる。

（連合委員）5年とするか10年とするかで、施策における優先順位のスタンスが異なってくる。現行計画が策定された当時から障害者を取り巻く状況は大きく変わっている。5年と主張したのは、基本計画の実施に向けてさらなる発展性が見込めると考えたからだ。

（委員長）いただいた意見を付記した上で、両論併記とさせてもらいたい。

＜新たな障害者基本計画に関する意見について（分野別施策その２）＞

（委員）難病疾患を持つ人も障害者雇用促進法の法定雇用率にカウントしてほしい。

（委員）それについては、十分議論されておらず、経済界として反対する。

（委員）当事者の難病患者や関係者では長い間、議論をしてきた。雇用率に算定される他の障害とは異なるという根拠を示してもらいたい。

（委員）会社ごとに私傷病による休暇が制度化されており、そこで対応できると考える。

（委員）難病はほとんどが遺伝子に起因するとみられており、本人に依拠するものではないため、私傷病には当たらないのではないか。

（厚生労働省）これについては、労働政策審議会の障害者雇用分科会で障害者雇用制度に照らして議論、検討しているところだ。

（委員長）同分科会の議論を横睨みしながら、検討させてもらいたい。

（前川副大臣）衆議院選挙の敗北を受けて野に下ることになったが、「コンクリートから人へ」の政策や「社会保障・税一体改革」など、めざしてきた方向に間違いはなかった。当事者や障害者運動に関わる人で構成され、基本計画の実施状況を監視・勧告する政策委員会がスタートし、志半ばで内閣を去るのは残念だが、新しい流れが後戻りしないようチェックしていきたい。

（金子政務官）障害者権利条約の批准や障害者差別禁止法の2013年通常国会への提出など、まだまだやり残したことがある。政権が交代しても今まで積み重ねたものを後退させることなく、基本計画をしっかりと作り上げていくことに尽力したい。

　新しい障害者基本計画(案)に関する各省協議を経て、2013年3月に閣議決定される見込みとなっている。その後、政策委員会に対して、新たな基本計画（確定版）が報告される予定である。
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